
Ó．固定資産の減損に関する注記事項
{ 減損を認識した固定資産 （単位：百万円）

用途 実験施設

種類 建物

場所 小平市小川東町４`１`１

帳簿価額 112

減損の認識に至った経緯 ※１

減損額のうち損益計算書に計上した金額 0

減損額のうち損益計算書に計上していない金額 112

回収可能サービス価額 使用価値相当額

使用価値相当額を採用した理由 ※２

算定方法の概要 ※３

| 翌事業年度以降の特定の日以後使用しないと決定した固定資産 （単位：百万円）

用途 研修施設

種類 建物

場所 小平市小川東町４`１`１

使用しなくなる日 Ｈ25. 8

使用しないという決定を行った経緯・理由 ※２

使用しなくなる日の帳簿価額 12

使用しなくなる日の回収可能サービス価額 0

減損額の見込額 12

※１

４．金融商品の時価等に関する事項
期末日における貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりでありま
す。

（単位：百万円）

区 分 貸借対照表計上額{ 時 価| 差額（|－{）

\現金及び預金 2¶371 2¶371 0

]医業未収金 1¶131 1¶131 0

^長期借入金 (2¶976) (3¶027) (51)

_買掛金 (192) (192) 0

`未払金 (1¶229) (1¶229) 0
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注）
１．減損の認識に至った経緯については以下のとおりです。
※１ 平成24年５月以降使用しないという決定に基づき、同月以降使用しておりません。

なお、当事業年度末において、既に解体工事は完了し、実験施設は除却済みです。
２．使用価値相当額を採用した理由については以下のとおりです。
※２ 解体することを決定し、売却は想定されていないためです。
３．算定方法の概要については以下のとおりです。
※３ 備忘価額を使用価値相当額としております。
４．帳簿価額は、減損の認識を行った時点の金額を記載しております。

注）
１．使用しなくなる日については以下のとおりです。
※１ 翌事業年度以降、新規施設移転後、解体することを決定しております。
２．使用しないという決定を行った経緯・理由は以下のとおりです。
※２ 翌事業年度以降の解体を決定したためです。

Ô．貸借対照表
１．運営費交付金から充当されるべき退職給付一時金に係る退職給付の見積額 3¶066百万円
２．高度専門医療に関する研究等を行う独立行政法人に関する法律（平成20年法律第93号）附則第
８条第７項に基づく当該事業年度末における保証債務の総額 2¶976百万円
３．金融商品の状況に関する事項

当法人は、資金運用については預金及び公債に限定し、また、資金調達については財政融資
資金からの借入によっております。
また、当法人の診療報酬債権に係る回収リスクは、収入管理事務要領等に沿ってリスク低減
を図っております。
なお、借入金の使途は事業投資資金であり、主務大臣により認可された資金計画に沿って資
金調達を行っております。

（注１） 負債に計上されているものは（ ）で示しております。
（注２） 金融商品の時価の算定方法に関する事項

\ 現金及び預金、] 医業未収金
これらは、短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳
簿価額によっております。

^ 長期借入金
長期借入金の時価については、元利金の合計額を同様の新規借入を行った場合に想定
される利率で割り引いて算定する方法によっております。

_ 買掛金、` 未払金
これらは、短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳
簿価額によっております。

Õ．損益計算書
１．国又は地方公共団体からの受託による収益の科目別内訳
{ 医業収益 14百万円
| 研究収益 75百万円
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合計 89百万円
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２．その他臨時損失の主な内訳
{ 地域自殺対策緊急強化基金事業にかかる委託費の精算に伴う返納 4百万円
| 自然災害（台風被害）による修復費用 0百万円
３．その他臨時利益の主な内訳

償却済債権の回収 3百万円
Ö．キャッシュ・フロー計算書
１．資金の期末残高と貸借対照表に記載されている科目の金額との関係

現金及び預金勘定 2¶371百万円�
š
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